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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年3月21日～平成23年3月20日） 

（注） 当社は、平成22年10月５日付で株式会社日商インターライフより単独株式移転の方式にて設立されたため、前期実績及び対前期増減率は記載しており
ません。 

(2) 連結財政状態 

（注） 当社は、平成22年10月５日付で株式会社日商インターライフより単独株式移転の方式にて設立されたため、前期実績は記載しておりません。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

（注） 当社は、平成22年10月５日付で株式会社日商インターライフより単独株式移転の方式にて設立されたため、前期実績は記載しておりません。 
 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 9,670 ― △75 ― △65 ― △91 ―

22年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 23年3月期 ―百万円 （―％） 22年3月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △6.10 ― △3.7 △1.6 △0.8

22年3月期 ― ― ― ― ―

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 4,182 2,445 58.5 162.87
22年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   23年3月期  2,445百万円 22年3月期  ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 △107 △157 198 846
22年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

（注） 当社は、平成22年10月５日付で株式会社日商インターライフより単独株式移転の方式にて設立されたため、前期実績は記載しておりません。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

24年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年3月21日～平成24年3月20日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注） 当社は、平成22年10月５日付で株式会社日商インターライフより単独株式移転の方式にて設立されたため、第２四半期（累計）の対前年同四半期増減率
は記載しておりません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,506 ― △10 ― △18 ― △34 ― △2.26

通期 9,500 △1.8 50 ― 36 ― 20 ― 1.33



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有  

（注） 詳細は、添付資料Ｐ．５「２．企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注） 詳細は、添付資料Ｐ．14「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） 詳細は、１株当たり当期純利益（連結）の算定上の基礎となる株式数については、Ｐ．21「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 1社 （社名） ディーナネットワーク株式会社 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 15,015,129 株 22年3月期 ― 株

② 期末自己株式数 23年3月期 79 株 22年3月期 ― 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 15,015,072 株 22年3月期 ― 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続が実施中であります。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、
添付資料P．２「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
２．当連結会計年度（平成22年３月21日から平成23年３月20日まで）の連結財務諸表は、完全子会社となった株式会社日商インターライフの連結財務諸表を引
き継いで作成しております。 
３．当社は、平成22年10月５日付で株式会社日商インターライフより単独株式移転の方式にて設立されたため、前期に係る実績はありません。また、当社は、純
粋持株会社であり、その業績はグループ会社間の内部取引によるものとなるため、個別業績および個別業績予想の開示は省略しております。 



  

  

○添付資料の目次

１．経営成績 …………………………………………………………………………………………………………………  2
（１）経営成績に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  2
（２）財政状態に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  3
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………………………………………  4
（４）事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  4

２．企業集団の状況 …………………………………………………………………………………………………………  5
３．経営方針 …………………………………………………………………………………………………………………  8
（１）会社の経営の基本方針 ……………………………………………………………………………………………  8
（２）目標とする経営指標 ………………………………………………………………………………………………  8
（３）中長期的な会社の経営戦略 ………………………………………………………………………………………  8
（４）会社の対処すべき課題 ……………………………………………………………………………………………  8

４．連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………………  9
（１）連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………………  9
（２）連結損益計算書 ……………………………………………………………………………………………………  11
（３）連結株主資本等変動計算書 ………………………………………………………………………………………  12
（４）連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………………  13
（５）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  14
（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ……………………………………………………………  14
（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 ……………………………………………………  16
（８）連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………………  17

（連結貸借対照表関係） ……………………………………………………………………………………………  17
（連結損益計算書関係） ……………………………………………………………………………………………  17
（連結株主資本等変動計算書関係） ………………………………………………………………………………  18
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） …………………………………………………………………………  19
（セグメント情報等） ………………………………………………………………………………………………  19
（企業結合等関係） …………………………………………………………………………………………………  20
（１株当たり情報） …………………………………………………………………………………………………  21
（重要な後発事象） …………………………………………………………………………………………………  21

５．その他 ……………………………………………………………………………………………………………………  22
（１）役員の異動 …………………………………………………………………………………………………………  22
（２）その他 ………………………………………………………………………………………………………………  22

インターライフホールディングス㈱（1418）　平成23年3月期　決算短信

1



(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

 このたびの東日本大震災で被災された皆様には、心よりお見舞い申しあげますとともに、一日も早い復興をお祈

りいたします。 

 さて、当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の増加や政府の景気対策効果により、景気は緩やかな回復基

調にあり、企業業績に改善がみられたものの、厳しい雇用環境により個人消費は低迷し、設備投資の抑制傾向が続

くなど、依然として先行き不透明な状況のまま推移いたしました。加えて、本年３月11日に発生した東日本大震災

は多くの被災者を出しただけでなく、今後の景気動向に大きな影響が予想される状況であります。 

 当社グループの主な市場である飲食・アミューズメント業界におきましても、企業の店舗への設備投資は依然と

して慎重な姿勢が続いており、厳しい経営環境が継続している状況で推移いたしました。 

 このような状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社)は、平成22年10月５日に持株会社体制へ移行し、グ

ループ全体の経営戦略の策定、各グループ会社の事業への専念により、グループ全体での企業価値向上を目指して

まいりました。 

 当社グループは、黒字転換を果たすため、グループ一丸となって、大手ゼネコンからの受注増を図るなど、受注

の確保に努めるとともに、経費削減および原価低減による収益力の改善に取り組んでまいりました。 

 また、平成22年４月１日に店舗のトータルサポートを目的として、人材派遣事業を手がけるディーナネットワー

ク株式会社を子会社化し、店舗へのスタッフ派遣など、店舗向けのサービスの充実を図りました。 

 しかしながら、内装工事事業においては、需要の減少による受注競争が激しく、低採算での工事受注が増加した

ため、利益は計画を下回り、経費の削減に努めましたが、売上総利益率の低下、貸倒引当金の増加等により営業損

失となりました。また、情報通信事業においては、スマートフォンの販売は好調に推移いたしましたが、販売方式

の変更による併売店等の売上高の減少が予想以上に大きく、売上計画を下回りました。 

  この結果、当連結会計年度の売上高は9,670百万円（前年同期比18.9％増）、営業損失75百万円（前年同期は

155百万円の損失）、経常損失65百万円（前年同期は150百万円の損失）、当期純損失91百万円（前年同期は184百

万円の損失）となりました。 

  

 事業別の営業概況は次のとおりであります。 

  

（内装工事事業) 

・専業工事業務 

  専業工事業務におきましては、担当・チーム別販売目標を明確にして、活動を強化することを方針として、原

材料等の原価低減に努めるとともに、ゼネコン・大型案件への対応力をアップさせることに注力いたしました。

 この結果、専業工事業務の売上高は2,512百万円（前年同期比5.0％減）となりました。 

・総合工事業務 

  総合工事業務におきましては、営業体制の確立と安定受注先の確保に努め、大手ゼネコンから継続的に受注す

ることができました。しかしながら、原価低減対策が充分でなく、低採算案件が増加いたしました。 

 この結果、総合工事業務の売上高は2,268百万円（前年同期比3.8％増）となりました。 

（情報通信事業） 

  情報通信事業におきましては、事業領域の拡大と高収益化を方針として、携帯電話販売における店頭でのサー

ビス向上に努めてまいりましたが、販売方式を変更した影響は続いており売上高は減少いたしました。 

 この結果、情報通信事業の売上高は1,956百万円（前年同期比13.7％減）となりました。 

（清掃・メンテナンス事業） 

  清掃・メンテナンス事業におきましては、店舗に対するお客様からの「問題解決」営業の徹底を方針として新

規開拓に注力し、新規受注を得るなど堅調に推移いたしました。 

 この結果、清掃・メンテナンス事業の売上高は1,326百万円（前年同期比27.7％増）となりました。 

（人材派遣事業） 

  人材派遣事業におきましては、当連結会計年度より子会社のディーナネットワーク株式会社が展開しており、

新しい魅力ある商品開発を方針として、接客レベルの高いハイスペック派遣の提供、スタッフ教育事業の拡大な

どに努めてまいりました。  

 この結果、人材派遣事業の売上高は1,606百万円となりました。 

１．経営成績
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（注） 当社は、平成22年10月５日に単独株式移転により株式会社日商インターライフの完全親会社として設立さ

れました。連結の範囲に実質的な変更はないため、参考として株式会社日商インターライフの平成22年３月

期の連結経営成績との比較を前年同期比として記載しております。 

  

② 次期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、景気は先行き不透明の状況が続き、加えて本年３月11日に発生した東日本大震災

の影響から個人消費の縮小が懸念されております。 

 当業界におきましても、得意先において、個人消費の縮小を見越した出店の延期・中止、設備投資計画の縮小な

ど、さらに厳しい経営環境になると思われます。 

 このような状況のもと、内装工事事業においては、受注案件の内容チェック体制を一層強化し、高採算案件を増

加させることで収益の改善に努めてまいります。また、並行して新規取引先の開拓のために営業力を強化してまい

ります。このような施策を着実に実行し、当社グループは、連結営業利益の黒字化、資金調達の多様化、「店舗ト

ータルサービス」の強化を方針として、グループの総力をあげて利益の確保に努めてまいります。 

 また、平成23年４月１日に、ピーアークホールディングス株式会社傘下の広告代理事業会社であるアーク・フロ

ント株式会社の株式を取得し子会社化いたしました。得意先店舗の広告宣伝ニーズにも応えられるトータルサポー

ト体制を整え、より一層充実したサービスの提供を目指してまいります。 

 平成24年３月期（第２期）の連結業績の見通しにつきましては、売上高9,500百万円（当期比1.8％減）、営業利

益50百万円（当期は75百万円の損失）、経常利益36百万円（当期は65百万円の損失）、当期純利益20百万円（当期

は91百万円の損失）を見込んでおります。 

 事業別の売上高の見通しにつきましては、内装工事事業3,857百万円（専業工事業務2,300百万円、総合工事業務

1,557百万円）、情報通信事業2,180百万円、清掃メンテナンス事業1,244百万円、人材派遣事業1,560百万円、広告

代理事業659百万円を見込んでおります。 

（注） 上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、実際の業績は今後様々な要因により予想値と異なる結果となる可能性があります。 

(2）財政状態に関する分析 

① キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ66百万円減少

し、当連結会計年度末には846百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は107百万円（前年同期275百万円の使用）となりました。 

 これは、仕入債務の減少額129百万円、法人税等の支払額113百万円及び利息の支払額13百万円などの減少要因

と売上債権の減少額148百万円などの増加要因を反映した結果であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は157百万円（前年同期124百万円の使用）となりました。 

 これは主に、子会社株式の取得による支出が90百万円、有形固定資産の取得による支出が29百万円及び定期預

金の預入による支出が純額で80百万円あった一方、投資有価証券の売却による収入が44百万円あったこと等によ

るものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は198百万円（前年同期201百万円の使用）となりました。 

 これは主に、短期借入れによる収入が純額で200百万円あったこと等によるものであります。 

  

（注） 当社は、平成22年10月５日に単独株式移転により株式会社日商インターライフの完全親会社として設立さ

れました。連結の範囲に実質的な変更はないため、参考として株式会社日商インターライフの平成22年３月

期の連結経営成績との比較を前年同期比として記載しております。 
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② キャッシュ・フロー指標のトレンド 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額（期末株価終値×期末発行済株式総数）／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債の

うち、利子を支払っているすべての負債を対象としております。なお、平成23年３月期は営業キャッシュ・フローがマ

イナスであるため、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、株主の皆様への長期的利益還元を重要な課題のひとつと考え、安定した配当を行うことを基本と

したうえで、配当性向と企業体質の強化及び内部留保の充実を勘案して決定することを基本方針としております。  

 内部留保による資金につきましては、今後の事業発展を推進するための研究・開発・人材育成及び財務体質の改

善、その他の資金需要を賄う原資として活用してまいります。 

 平成23年３月期の連結業績は、誠に遺憾ながら当期純損失の計上を余儀なくされました。 

 平成23年３月期の配当につきましては、平成23年５月２日開催の取締役会において、無配とする決議をさせていた

だきました。 

 また、平成24年３月期の配当につきましても、業績予想数値及び内部留保資金の確保による財務体質の強化を勘案

し、無配を予定しております。  

(4）事業等のリスク 

 投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、記載した事項に

おける将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。  

① 売上高について 

 当社グループは、内装工事事業の売上高比率が高く、個人消費の伸び縮みなどにより、店舗の新規出店、設備投

資が増加・減少する影響を受ける可能性があります。また、アミューズメント施設業界に属する企業への売上高比

率が高く、顧客企業の事業環境に急激な変化が生じた場合には、当社グループの経営成績に影響を与える場合があ

ります。 

② 経営成績について 

 当社グループの事業別業績において、内装工事事業が売上の伸び悩みなどにより営業損失を計上しております。

 当社グループは、内装工事事業の利益改善が最重要課題と認識しており、様々な改善施策を実施しております

が、その進捗状況により当社グループの経営成績に影響を与える場合があります。 

③ 法的規制等について 

 当社グループは、店舗内装の請負工事を受注する上で建設業法、建築基準法、建築士法、消防法などの建設関連

の法的規制を受けております。これらの規制を遵守できなかった場合、営業停止などの制限がなされて、当社グル

ープの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 施工物件の品質・安全性及び事故について 

 当社グループは、施工物件・製品など、製造物の品質・安全性に充分な配慮をいたしておりますが、完工物件に

おける瑕疵の発生、瑕疵を原因とする事故の発生、また、工事作業中における労働災害事故などが発生した場合、

損害賠償等により経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 保有資産の価格変動について 

 投資有価証券等の保有資産の時価が著しく下落した場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。また、

事業用不動産の時価や収益性が著しく下落した場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  
第1期

平成23年３月期

自己資本比率（％）  58.5

時価ベースの自己資本比率（％）  32.7

債務償還年数（年）  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ  －
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 当社グループは、当社及び連結子会社４社の計５社で構成されており、感動と喜び溢れる快適空間の提供を目的と

し、店舗づくりにおける企画・設計・施工から店舗の清掃・メンテナンス、店舗スタッフの派遣・教育研修、店舗サポ

ート業務にいたるまで、様々なソリューションニーズを解決する「店舗のトータルサービス」を主な事業として展開し

ております。 

 主たる子会社の株式会社日商インターライフにおきましては、「ディスプレイ、商業施設、文化施設、建築等の企

画・設計・監理及び施工」を事業として、グループの中心となる内装工事事業を展開しております。 

 工事業務は、店装業者及びディスプレイ業者等へインテリア制作業務・不燃下地制作業務・その他制作業務等を提供

する専業工事業務と、お得意様の多彩なニーズにお応えするために一括受注し、総合的に業務を提供する総合工事業務

を行っております。 

 株式会社エヌ・アイ・エル・テレコムは、携帯電話販売を主とする情報通信事業を展開しております。 

 ファシリティーマネジメント株式会社は、アミューズメント施設などの店舗の清掃・メンテナンスを事業としており

ます。 

 ディーナネットワーク株式会社は、アミューズメント施設などへ店舗スタッフを派遣する人材派遣事業を営んでおり

ます。 

 また、当社の「その他の関係会社」は、主要株主である筆頭株主ピーアークホールディングス株式会社と第２位の主

要株主セガサミーホールディングス株式会社であり、当社グループは、両社企業グループとの連携を図り、企業価値の

向上に努めております。 

   ピーアークホールディングス株式会社は、「エンターテインメントパチンコ Ｐ ＡＲＫを展開、運営する企業グル

ープの経営指導及び管理をする持ち株会社」として「感動創造カンパニー」を目指しております。 

 セガサミーホールディングス株式会社は「総合エンタテインメント企業グループの持株会社として、グループの経営

管理及びそれに附帯する業務」を主な事業内容とし「世界的な総合エンタテインメント企業」としてプレゼンス確立を

目指しております。 

 当社グループは、エンタテインメント分野の工事受注において、両社企業グループと協力体制を保ち、事業を展開す

る方針であります。 

  

２．企業集団の状況
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 事業系統図によって示すと次のとおりであります。 
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 関係会社の状況は次のとおりであります。 

(1）親会社  

 該当事項はありません。 

  

(2）関連会社 

 該当事項はありません。 

  

(3）その他の関係会社 

（注）１．セガサミーホールディングス株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。 

２．資本金は、平成23年３月31日現在であります。 

３．議決権の被所有割合は、平成23年３月20日現在の議決権の被所有割合で算出しております。 

  

  

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の被
所有割合 

関係内容

ピーアークホールディン

グス株式会社  
東京都中央区 百万円 2,388

エンターテインメントパ

チンコ Ｐ ＡＲＫを展

開、運営する企業グルー

プの経営指導及び管理及

びそれに附帯する業務  

％ 31.30

営業上の取引 

エンタテイン

メント分野の

受注を受けて

おります。 

セガサミーホールディン

グス株式会社  
東京都港区 百万円 29,953

総合エンタテインメント

企業グループの持株会社

として、グループの経営

管理及びそれに附帯する

業務  

％ 20.08

監査役の兼任 

エンタテイン

メント分野の

受注を受けて

おります。 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、『私たちは、あらゆる人々に感動と喜び溢れる快適空間を提供し、社会に貢献いたします』を経

営理念としております。子供から高齢者まであらゆる世代にエンタテインメントがもたらす感動と喜びを、店舗・施

設を造ることを通して表現し、お客様に快適な空間を提供することが、私たちの目指すものであります。 

   

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、株主価値の増大に向け、収益性を高める経営指標として、売上高、売上総利益率、売上高営業利

益率を重要な指標として、適正な数値を確保することを中長期的な目標としております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、内装工事事業において、一番の強みである専業工事業務の充実を図り、圧倒的なシェアの獲得を

目指し、「職人集団」としての位置づけを明確にしてまいります。  

 また、主要株主であるピーアークグループ及びセガサミーグループとの連携により、エンタテインメント分野にお

けるアミューズメント・パチスロ・パチンコ施設の店舗内装工事の受注などグループシナジーを発揮できる体制を構

築するとともに、利益の確保、企業価値の増大化に努めてまいります。 

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループは「原点回帰」をスローガンに創業当時の全員営業、全社員の業務すべてが利益貢献につながる体制

を再構築し、活動してまいります。また、「洗練されたプロ集団」を目指し、豊富な知識と経験を活用し、業界一の

プロ集団としての地位を獲得してまいります。  

 また、「店舗トータルサービス」の体制を構築し、グループシナジーの最大化により、赤字体質からの脱却と財務

基盤の再構築、新規事業の開発を目指してまいります。  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(平成23年３月20日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 ※3  946,005

受取手形及び売掛金 ※1 ※3  634,126

完成工事未収入金 922,849

たな卸資産 ※2  117,363

未成工事支出金 384,464

繰延税金資産 11,715

その他 116,084

貸倒引当金 △90,711

流動資産合計 3,041,898

固定資産  

有形固定資産  

建物・構築物 827,400

減価償却累計額 △579,195

建物・構築物（純額） 248,204

機械装置及び運搬具 17,267

減価償却累計額 △16,851

機械装置及び運搬具（純額） 416

土地 292,121

その他 68,906

減価償却累計額 △52,078

その他（純額） 16,828

有形固定資産計 557,571

無形固定資産  

のれん 119,333

借地権 198,759

その他 4,398

無形固定資産計 322,491

投資その他の資産  

投資有価証券 108,672

長期貸付金 5,568

繰延税金資産 11,278

破産更生債権等 385,793

その他 151,271

貸倒引当金 △423,188

投資その他の資産計 239,395

固定資産合計 1,119,458

繰延資産  

創立費 21,390

繰延資産合計 21,390

資産合計 4,182,747
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（単位：千円）

当連結会計年度 
(平成23年３月20日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 301,412

工事未払金 546,371

短期借入金 ※3  400,000

未払法人税等 33,456

賞与引当金 51,369

完成工事補償引当金 4,958

未成工事受入金 19,983

その他 252,916

流動負債合計 1,610,468

固定負債  

退職給付引当金 56,594

役員退職慰労引当金 49,393

その他 20,762

固定負債合計 126,750

負債合計 1,737,218

純資産の部  

株主資本  

資本金 2,500,000

資本剰余金 219,221

利益剰余金 △273,931

自己株式 △9

株主資本合計 2,445,280

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 248

評価・換算差額等合計 248

純資産合計 2,445,528

負債純資産合計 4,182,747
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成22年３月21日 
 至 平成23年３月20日) 

売上高 9,670,622

売上原価 8,218,580

売上総利益 1,452,042

販売費及び一般管理費 ※1  1,527,892

営業損失（△） △75,850

営業外収益  

受取利息 812

受取配当金 532

受取賃貸料 16,315

その他 14,560

営業外収益合計 32,220

営業外費用  

支払利息 12,780

その他 8,699

営業外費用合計 21,480

経常損失（△） △65,109

特別利益  

投資有価証券売却益 32,783

賞与引当金戻入額 25,013

役員退職慰労引当金戻入額 1,391

その他 347

特別利益合計 59,535

特別損失  

固定資産除却損 ※2  38

減損損失 ※3  12,115

訴訟和解金 7,500

その他 16,767

特別損失合計 36,422

税金等調整前当期純損失（△） △41,997

法人税、住民税及び事業税 41,841

法人税等調整額 7,798

法人税等合計 49,639

当期純損失（△） △91,637
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成22年３月21日 
 至 平成23年３月20日) 

株主資本  

資本金  

前期末残高 2,500,000

当期末残高 2,500,000

資本剰余金  

前期末残高 384,225

当期変動額  

自己株式の消却 △165,003

当期変動額合計 △165,003

当期末残高 219,221

利益剰余金  

前期末残高 △182,294

当期変動額  

当期純損失（△） △91,637

当期変動額合計 △91,637

当期末残高 △273,931

自己株式  

前期末残高 △165,003

当期変動額  

自己株式の取得 △9

自己株式の消却 165,003

当期変動額合計 164,993

当期末残高 △9

株主資本合計  

前期末残高 2,536,927

当期変動額  

当期純損失（△） △91,637

自己株式の取得 △9

当期変動額合計 △91,646

当期末残高 2,445,280

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

前期末残高 △2,448

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,696

当期変動額合計 2,696

当期末残高 248

純資産合計  

前期末残高 2,534,479

当期変動額  

当期純損失（△） △91,637

自己株式の取得 △9

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,696

当期変動額合計 △88,950

当期末残高 2,445,528
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当連結会計年度 
(自 平成22年３月21日 
 至 平成23年３月20日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純損失（△） △41,997

減価償却費 36,516

減損損失 12,115

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,106

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,021

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,997

のれん償却額 14,990

貸倒引当金の増減額（△は減少） 72,484

受取利息及び受取配当金 △1,344

支払利息 12,780

投資有価証券売却損益（△は益） △32,783

有形固定資産除却損 38

売上債権の増減額（△は増加） 148,986

たな卸資産の増減額（△は増加） 61,039

仕入債務の増減額（△は減少） △129,469

未払金の増減額（△は減少） △62,459

その他 △80,638

小計 17,391

利息及び配当金の受取額 1,112

利息の支払額 △13,063

法人税等の支払額 △113,276

営業活動によるキャッシュ・フロー △107,836

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △29,418

有形固定資産の売却による収入 529

投資有価証券の取得による支出 △596

投資有価証券の売却による収入 44,219

貸付けによる支出 △2,830

貸付金の回収による収入 2,398

定期預金の預入による支出 △100,000

定期預金の払戻による収入 20,000

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△90,918

その他 △911

投資活動によるキャッシュ・フロー △157,528

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 1,200,000

短期借入金の返済による支出 △1,000,000

その他 △1,546

財務活動によるキャッシュ・フロー 198,453

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △66,911

現金及び現金同等物の期首残高 912,917

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  846,005
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 該当事項はありません。  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
当連結会計年度

（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

  

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数  ４社 

 主要な連結子会社の名称 

 株式会社日商インターライフ 

 株式会社エヌ・アイ・エル・テレコム 

 ファシリティーマネジメント株式会社 

 ディーナネットワーク株式会社 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。   

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 株式会社日商インターライフの決算日は

３月20日、株式会社エヌ・アイ・エル・テ

レコムの決算日は１月31日並びにファシリ

ティーマネジメント株式会社及びディーナ

ネットワーク株式会社の決算日は２月28日

であります。連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同日現在の計算書類を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

  

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

・時価のあるもの 

連結会計年度末の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しており

ます。 

  

  ・時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用して

おります。 

  

  ② たな卸資産 

商品 

総平均法による原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）を採用して

おります。 

  

  未成工事支出金 

個別法による原価法を採用しておりま

す。 

  

  貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。
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項目 
当連結会計年度

（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

  

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

建物      ３年～50年 

その他     ４年～20年 

  

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における見込利用可能期

間（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

  

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産は、リース期間を

耐用年数とし、定額法で計算しており

ます。 

  

  ④ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

  

(3）重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

  

  ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

  

  ③ 完成工事補償引当金  

商業施設制作業務に係る瑕疵担保の費

用については、当連結会計年度に至る

１年間の商業施設制作業務完成工事高

に対し、前２連結会計年度の実績率を

基礎に将来の支払見込を加味して計上

しております。 

  

  ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、「退

職給付会計に関する実務指針（中間報

告）」（会計制度委員会報告第13号）

に定める簡便法に基づき、自己都合当

連結会計年度末要支給額から中小企業

退職金共済制度による退職金の支給見

込額を控除して計上しております。 
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項目 
当連結会計年度

（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

  

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員及び執行役員への退職慰労金支給

に備えるため、内規による当連結会計

年度末要支給額を計上しております。

  

(4）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

  

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項  

 のれんの償却については、10年間の定

額法により償却を行っております。  

  

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなってお

ります。 

  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

当連結会計年度 
（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

  

(1）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事

完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し、当連結会

計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末までの

進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約（工

期がごく短期間のもの等を除く）については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事

契約については工事完成基準を適用しております。 

 なお、当連結会計年度においては工事進行基準を適用し

ている工事契約がないため、これによる売上高、営業損

失、経常損失及び税金等調整前当期純損失への影響はあり

ません。 

 また、セグメント情報に与える影響もありません。 
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当連結会計年度 
（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

  

(2）企業結合に関する会計基準等の適用 

 当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号 平成20年12月26日））、「連結財

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20

年12月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部

改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成

20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計

基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用して

おります。  

  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度 
（平成23年３月20日） 

 

※１．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当連結会計年

度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれております。 

  

  

受取手形 811 千円   

※２ たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。   

商品 111,214 千円

貯蔵品 6,149 千円
  

※３．担保に供している資産及びこれに対応する債務 

（１）担保に供している資産 

（２）上記に対応する債務 

  

現金及び預金 千円100,000

受取手形 千円229,486

計 千円329,486

短期借入金 千円400,000

  

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度 
（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

従業員給料手当 千円 585,411

賞与引当金繰入額 千円 53,677

役員退職慰労引当金繰入額 千円 11,060

退職給付費用 千円 35,756

貸倒引当金繰入額 千円 60,528

  

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。   

  

その他 千円 38   
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当連結会計年度（自平成22年３月21日 至平成23年３月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式の株式数の減少264,871株は、自己株式の消却によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加79株は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少264,871株は、消却によるものであります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度 
（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

 

※３ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループは、事業用資産においては事業所別に概ね

独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位毎に、ま

た、遊休資産については個別物件単位で資産のグルーピン

グをしております。 

 当連結会計年度において、事業の用に供していない遊休

資産のうち、時価が著しく下落した資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（12,115千円）として特別損失に計上しました。その内訳

は、建物10,972千円、土地1,129千円及びその他有形固定

資産14千円であります。 

事業所等 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

湯田中保養所 遊休資産 
建物及び土
地等 

 3,613

南箱根保養所 遊休資産 
建物及び土
地等 

8,502

  合計  12,115

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式                        

普通株式  15,280,000  －  264,871  15,015,129

合計  15,280,000  －  264,871  15,015,129

自己株式                        

普通株式  264,871  79  264,871  79

合計  264,871  79  264,871  79
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当連結会計年度（自平成22年３月21日 至平成23年３月20日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は354,717千円であり、その主なもの

は、当社の管理部門に係る費用であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度 
（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

  

    

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

(平成23年３月20日現在) 

  （千円）

現金及び預金勘定 946,005

定期預金 △100,000

現金及び現金同等物 846,005

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
内装工事 
事  業 
（千円） 

情報通信
事  業 
（千円） 

清掃・メン
テナンス 
事  業 
（千円） 

人材派遣
事  業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は 
全  社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                          

売上高                                          

(1）外部顧客に対する

売上高 
 4,781,302  1,956,671  1,326,111  1,606,536  9,670,622  －  9,670,622

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 212,661  －  163,917  －  376,578  △376,578  －

計  4,993,963  1,956,671  1,490,029  1,606,536  10,047,201  △376,578  9,670,622

営業費用  4,868,171  1,955,243  1,425,772  1,602,745  9,851,932  △105,459  9,746,473

営業利益（又は営業

損失（△）） 
 125,792  1,428  64,257  3,791  195,269  △271,119  △75,850

Ⅱ 資産、減価償却費及

び資本的支出 
                                         

資産  1,763,949  461,454  350,409  255,506  2,831,320  1,351,426  4,182,747

減価償却費  2,825  10,805  6,225  1,772  21,628  14,695  36,323

資本的支出  －  1,700  3,671  5,965  11,336  19,200  30,536

事業区分 事業の内容

内装工事事業 
インテリア及び不燃下地等の販売・施工管理、商業施設の企画・設計・制作・

施工監理 

情報通信事業 移動体通信機器等の販売 

清掃・メンテナンス事業 店舗の清掃・メンテナンス 

人材派遣事業 店舗へのスタッフ派遣  
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４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、3,847,495千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

当連結会計年度（自平成22年３月21日 至平成23年３月20日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成22年３月21日 至平成23年３月20日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成22年３月21日 至平成23年３月20日） 

（共通支配下の取引等） 

（株式移転による持株会社設立） 

  平成22年４月20日開催の株式会社日商インターライフ取締役会及び平成22年６月11日開催の定時株主総会に

おいて、単独株式移転により同社を完全子会社とする持株会社「インターライフホールディングス株式会社」

を設立することを決議し、平成22年10月５日に設立いたしました。 

  

 １ 結合当事企業の名称及びその事業の内容等 

(1）結合当事企業の名称 

 株式会社日商インターライフ 

(2）結合当事企業の事業の内容 

 インテリア及び不燃下地等の販売・施工管理、商業施設の企画・設計・制作・施工監理 

(3）企業結合の目的 

 当社グループの主力事業である内装工事事業とシナジーを発揮できる事業を当社グループに加えることに

より内装工事事業の競争力を強化して、昨今の厳しい事業環境の下でも成長し続けたいと考え、主に以下を

目的として、純粋持株会社体制へ移行いたしました。 

① グループ事業の展開力強化 

 新規事業を機動的に展開して、グループ事業を弾力的に運営するため、グループの経営戦略や経営資

源の配分を立案する機能を持株会社にて行い、グループ全体の企業価値向上を目指します。  

② 各事業に合う組織、人事制度の導入 

 人事処遇、利益管理等の手法を各事業に応じたものにすることにより、評価の適切化、人材の育成・

活用を図り、やる気・やりがいを高めてまいります。 

③ 各事業の専門性の向上 

 持株会社体制により、各社はそれぞれの事業領域の業務遂行に集中し、専門性の発揮や対応力を強化

して、事業の成長・発展を図ります。  

 純粋持株会社体制へ移行することにより、グループの将来の成長のため、店舗にかかわる新しい事業への

取り組みも視野に入れ、各事業の競争力・収益力をアップさせ、グループの総合力を最大限発揮して企業価

値の向上を目指してまいります。 

(4）企業結合日 

 平成22年10月５日 

(5）企業結合の法的形式 

 単独株式移転による純粋持株会社設立 

(6）結合後企業の名称 

 インターライフホールディングス株式会社 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（企業結合等関係）
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 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （開示の省略） 

  リース取引、関連当事者情報、税効果会計関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関

係、ストック・オプション等関係、賃貸等不動産関係に関する注記事項ならびに個別財務諸表および注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

（１株当たり情報）

当連結会計年度 
（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

  

 １株当たり純資産額 円162.87

 １株当たり当期純損失 円6.10

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  
当連結会計年度

(自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日) 

  

当期純損失（千円）  91,637   

普通株主に帰属しない金額（千円）  －   

普通株式に係る当期純損失（千円）  91,637   

期中平均株式数（千株）  15,015   

希薄化効果を有していないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

 ―――――――   

（重要な後発事象）

当連結会計年度 
（自 平成22年３月21日 
至 平成23年３月20日） 

  

（アーク・フロント株式会社の株式取得） 

 当社は、平成23年３月17日開催の取締役会において、ピ

ーアークホールディングス株式会社傘下の広告代理事業会

社であるアーク・フロント株式会社の株式を取得し子会社

化することを決議し、平成23年４月１日付で譲受手続きを

完了させ、当社の連結子会社としております。 

  

１．株式取得の目的 

  当社は、得意先店舗の広告宣伝ニーズにも応えられる

トータルサポート体制の構築と売上・利益の確保を目

的に子会社化するものであります。 

２．株式取得の相手会社 

  ピーアークホールディングス株式会社 

３．買収する会社の名称、事業内容等 

  商  号 アーク・フロント株式会社 

  事業内容 広告代理事業 

  従業員数 18名 

４．株式取得の時期 

  平成23年４月１日 

５．取得する株式の数、取得価額および取得後持分比率 

  取得株式数      400株 

  取得価額    100,000千円 

  取得後の持分比率  100.0％  
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(1）役員の異動(平成23年６月15日付予定) 

 ①代表者の異動 

  ・新任  

    代表取締役社長   金澤 正晃 (現 顧問) 

  

 ②その他の役員の異動 

  ・新任取締役候補 

    常務取締役     野下 盛治 (現 顧問) 

    取締役       郷野 真弘 (現 代表取締役社長)  

  

  ・退任予定取締役   

    取締役       武田 宣夫 (現 取締役相談役)  

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

５．その他
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